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招いてセミナーをおこなって、水資源管理の理論的側面について検討した。24日には、




（Department of Environment, Water and Natural Resources）および南オーストラリア一次

























































 4）　Milirrpum v. Nabalco Pty Ltd, 1971, 17 FLR, 141.　
 5）　金城秀樹「オーストラリアにける先住権原と構成信託の法理─オーストラリア先住民の土地所有
─」『札幌大学総合論叢』第 35号（2013）18頁。
 6）　John Fogarty and Jacinta Dwyer, The First Aboriginal Land Rights Case; MORE OR ESS: 
DEMOCRACY & NEW MEDIA, 2012, pp. 176─177（ http://www.futureleaders.com.au/book_
chapters/pdf/More-or-Less/John-Fogarty_Jacinta-Dwyer.pdf#search=%27John+Fogarty+and+Jacinta+D
wyer%27）［accessed Nov. 09, 2017］.
14
































 8）　前掲注 1平松＝金城＝久保＝江泉書 73～74頁。
 9）　Mabo v. The State of Queensland, No.2, 1992,175 CLRI, 66 ALJ, 408. 
10）　前掲注 1平松＝金城＝久保＝江泉書 83頁。
11）　Wik peoples and Thayorre Peoples v. Queensland, 1996, 141 ALR 129.
 15豪州マレー・ダーリング川流域における総合的水資源管理の展開
て認められたものであって、先住民はこれらの法や慣習によって土地あるいは水との関係
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州が NSWモデルを踏襲した「水法（The Water Act 1905）」を制定し（1989年改正）、続
いて 1910年にはクィーンズランド州が「水法（The Water Act 1910）」を（2000年改正）、
1914年には西オーストラリア州が「水と灌漑に係る権利法（Rights in Water and Irrigation 
Act 1914）」を制定した。このうち、西オーストラリア州の「水と灌漑に係る権利法





　他方で、南オーストラリア州（SA）は、1919年に「水統制法（Control of Water Act 
1919）」を制定するが、1990年に「水資源法（Water Resources Act 1990）」に改正される
までは、水に係る所有権の成立を認める規定を有していた（1919年法 4条）27）。このほか







を設けていた。この規定は、1957年の「水法（The Water Act 1957）」にも継承されてい













































28）　See GARDNER., Bartlett., GRAY, supra note 20, p. 205.
29）　Commonwealth v. Tasmania, 1983, 158 CLR 1, 146 ALR 625.いわゆる、「フランクリン川ダム・ケー
ス」と呼ばれる訴訟事件である。タスマニア州における発電用ダム建設をめぐって、環境影響が争
点となり最終的に建設中止の判決が下された。





access entitlements）」、「水配分（water allocation）」、「河岸水利権（riparian rights）」、「家




























































































　前章で述べられたように、1994年の COAG協定（Council of Australian Governments 
Agreement）によって、持続可能な発展という視点からの連邦レベルでの水資源管理への
取り組みが本格化した。この協定によって、水利権を土地所有権と分離させ、水利権
（water access entitlement）や水配分（water allocation）を、オープンな市場で取引される
財産権にする方向性が定まった。さらにこれを推し進めた 2004年の国家水資源憲章








ー・ダーリング川流域協定（Murray-Darling Basin Agreement 1992）に続いて制定された
1993年のマレー・ダーリング川流域法（Murray-Darling Basin Act 1993）に遡ることがで
きる。この法律は、流域の自然と環境資源の管理についても規定するとともに、マレー・
















環境目標達成協定（Intergovernmental Agreement on Addressing Water Over-Allocation 
and Achieving Environmental Objective in Murray-Darling Basin 2003）が締結され、水資
源の配分問題と環境改善のための投資が行われている。
　連邦水法は、1993年のマレー・ダーリング川流域法にとって代わるものであるが、独
立行政委員会であるマレー・ダーリング川流域局（Murray-Darling Basin Authority : 
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 25豪州マレー・ダーリング川流域における総合的水資源管理の展開
報告されている37）。
　この流域全体での SDLは、北部流域での SDLの見直し、および SDL調整メカニズム
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